
























































表28 町税の減収状況 (単位:千円， %) 
kぐt1985 1988 減収額(1985-88)千円 % 千円 % 千円 減少率似)寄与率約)
町 民 税 202，883 46.5 50， 131 37.5 ム152，752 ム75.3 50.4 
(個 人) 186，930 42.8 38，822 29. 1 ム148，108 ム79.2 48.9 
(法 人) 15，953 3.7 11， 309 8.5 ム 4，644ム29.1 1.5 
固定資産税 120，539 27.6 64，225 48.1 ム56，314ム46.7 18.6 
(土地・家屋) 55，724 12.8 50， 777 38.0 ム 4，947ム8.9 1.6 
(償却資産) 62，083 14.2 13，444 10. 1 ム48，639ム78.3 16. 1 
軽自動車税 2，242 0.5 1， 141 0.8 ム1， 101 ム49.1 0.4 
たばこ消費税 27，186 6.2 7，409 5.5 ム 19.777ム72.7 6.5 
電 気 税 6，431 1.5 3，166 2.4 ム 3，265ム50.8 1.1 
鉱 山 税 68，837 15.8 0 ム68，837 皆減 22.7 
都市計画税 8，364 1.9 7，478 5.6 ム 886 ム10.6 0.3 




































炭鉱都市の「崩壊」と地域・自治体(4 ) 5 
表29 町税見込額の推移 (単位:百万円，指数)
kぐt1988 1989 1990 1991 1992 (決算) (決算見込) (徴収見込) (同左) (同左)
町 民 税 50.1 32.1 24.5 23.3 23.1 
(個 人) 38.8 27.1 20.9 19.9 19.9 
(法 人) 11. 3 5.0 3.6 3.4 3.2 
固定資産税 64.2 55.8 53.4 50.4 48.9 
(土 地) 8. 1 9.1 9.1 9. 1 9. 1 
(家 屋) 42.6 34.9 34.9 33.8 33.8 
(償却資産) 13.4 11.8 9.4 7.5 6.0 
軽自動車税 1.1 0.8 0.7 O. 7 O. 7 
たばこ消費税(I) 7.4 6.0 5. 7 5.7 5. 7 
電 気 税(2) 3.2 0.5 
都市計画税 7.5 6.3 6.2 6.1 6. 1 
ぷ口』 5十 133.6 101. 4 90.5 86.2 84.5 















表30 高島町の生活保護の推移 (単位:世帯， 人，見込)
X 
高島町 長崎県 全国
保護世帯数 保護人員 保護率 保護率 保護率
(世帯人泌) (耳元) (%;) 
1980 129 329 49.89 21.35 12.2 
81 128 327 49.58 21.07 12.2 
82 119 287 44.29 20.81 12.3 
83 107 256 39.32 20.58 12.3 
84 107 251 38.82 20.29 12.2 
85 97 215 34.01 20.07 11.8 
86 85 176 33.86 17.67 11. 1 
87 70 135 60.54 16.67 10.4 
88 57 99 62.25 15. 78 9.6 















































表31 高島町の学級数・生徒数の変化 (単位:学級，人， %) 
~ 
小 学 校 中 学 校 高等学校
学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数
(1962年) (1964年) (1967年)
(1)ピーク時
56 2，901 35 1，588 15 723 
(2) 1 9 8 6年 13 458 9 284 5 153 
(3) 1 9 8 9年 5 46 3 32 。 。
変化本
(3) / (1) (%) 8.9 1.6 8.6 2.0 皆減 皆減
(3) / (2) (%) 38.5 10.0 33.3 11. 3 " " 
(注)(1) 各年 5月 1日現在。ただし1989年のみ 5月末現在。
(2) 小学校の1989年 5月末学級数には，うち複式学級 2，特殊学級 lを含む。
(3) ピーク時には，この他に，端島小学校18学級834人 0959年)，端島中学校10
学級406人 0963年)があった。
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表32 公共施設の不用化・過大化による損害額の推計 (単位:百万円， %) 
誌ぷ(事業費 地方債残高 備 考
j自 防(1) 7 (1) 消防車庫，積載車不用分。
集 z乙z〉 所(2) 3 (2) 本町集会所等不用分。
病院・診療施設(3) 540 94 (3) 医療職員住宅，旧町診療所等不用分及び町
y日し 童 施 設(4) 3 4 立病院，看護婦寮，医療機器xO.8(過大分)。
老人ホーム・老人施設(5) 35 4 I (4) 児童館，保育所不用分。
ごみ し尿(6) 208 74 (5) 旧老人ホーム，老人集会所不用分。
Jι1 ょ、 戸凸主'- 住 宅げ) 693 144 (6) ごみ し尿処理施設×:(過大分)。
小・中学校(8) 405 23 (7) 公営住宅不用分141百万円十過大分552
7]( 道(9) 833 140 百万円(=1， 656百万円x+c空家率J)。
そ の 他(0) 550 227 (8) 小中学校xO.8(過大分)。
i口L 計 (A) 3，306 709 (9 ) 水道施設不用分48百万円+過大分785
町全施設総計(B) 5， 147 1， 142 百万円 (=981百万円 xO.8)。





























1987 1988 1989以降 l口』 2十
(見積り)
~日し 童 施 設 170 1， 114 1，284 
~ 4E3 と 等(¥) 391 57 141 589 
町 戸凸'-4 住 宅 700 6，391 7，091 
医 療 施 王員子月又s 1，266 1，266 
老 人 施 設 1，000 1，000 
水 道 施 設 634 634 
j自 防 119 119 
l口L 三十 561 757 10，665 11， 983 



















表34 不用老朽炭鉱住宅の除却費用負担額の推計 (単位:棟，戸，万円， %) 
〉〈(
棟数 戸 数 総事業費 補助基本額 費用負担額(万円)
(棟) (戸) (万円) (万円) 国 町 (砿そ業の所他) 
1987 100 275 11， 086 8，914 4，457 4，457 2，172 
1988 38 152 6，401 5， 147 2，574 2，574 1，254 
1989 (見込) 5 120 6，3-30 4，986 2，493 2，623 1， 215 
1990以降(見積) 49 1， 712 292，042 同116，817 175，225 O 
同116，817 116，817 58，409 
192 2，259 315，859 252，680 同126，341 184，879 4，641 
(100%) (80) (40) (58.5) (1.5) 
よ口為 5十
間126，341 126，471 63，050 
(40) (40) (20) 
(注)(1) 1990年度以降(見積)の総事業費は，国の非木造炭鉱住宅除却補助標準単
価29，000円/nfを基に算出した工事費に，事務費(=工事費 xo. 026) を
加算した見積り合計額。 1989年度は予算見込み，他は実績。




































































7〉〈(1982 83 84 85 86 87 88 
医 業 収 入 245 277 329 340 300 126 103 
収 医 業 外 収 入 60 65 53 82 114 165 101 
益 他会計繰入金 51 53 51 79 112 163 93 
的 (県支出金) 3 3 3 4 3 2 2 
収 (特別・普通交付税)(1) 10 1 22 26 27 28 29 
入 (町自主財源)(a) 38 39 26 49 82 134 63 
メ口L 計 305 347(2) 382 422 414 293 204 
収
医 業 費 用 287 334 439 443 410 288 235 
益 与 費 170 220 258 260 258 186 149 
的
支 医 業 外 費 用 4 4 4 4 
出 i口L 計 287 334 439 447 414 293 239 
主唱 損 益 (b) 18 13 ム57 ム25 O O ム35
累 積 欠 損 金 26 51 51 51 86 
実質損益金 (b)一 (a) ム20 ム26 ム83 ム74 ム82 ム134 ム98














































(単位:人， d，百万円， %) 
区 分 事業計画及び財政計画
(1)計画給水人口 伺) 人 8， 100 100% 
(新) 人 1，800 22 
(2)一日最大給水量 (現) m3 5，280 100 
(剖 m3 810 15 
(3)総事業費 百万円 354.6 100.0% 
(うち補助事業費) 百万円 348.6 98.3 
担分負区
国 百万円 174.3 49.2 
町 百万円 180.3 50.8 






























本 庁 46 33.8 35 
施 設 32 23.5 16 
保育所 5 3.7 。
幼稚園 5 3.7 3 
ごみ処理場 9 6.6 2 
し尿処理場 2 1.5 2 
老人ホーム 8 5.9 7 
保健センター 3 2.2 2 
国保事業 o. 7 
(小計) 79 58. 1 52 
水道事業 20 14.7 9 
病院事業 37 27.2 6 
医 師 4 2.9 
看護婦 16 11. 8 3 
医療技術者等 17 12.5 2 









































































経費支出 (1986-88年度累計) (単位:千円， %) 
ご辻町三 事 業 費 県支出金 町負担分
公共施設受 電 設 備 改 良 55，049 55，049 
消防用サイレン遠隔被制御装置 5，514 5，514 
浴 場 改 修 工 事 80，206 3，000 77， 206 
公営・改良住宅補修工事 30，429 30，429 
町営浴場管理運営委託料 10，457 10，457 
パス路線維持補助等 10，087 10，087 
l口』 3十 191， 742 3，000 188， 742 






















































































































































建設費 (1) 運営費 (1)
千円 % 千円 % 
事 業 費 352，398 100 82，414 100 
国・県 支出金 130，733 37. 1 59，748 72.5 
負 町 負 担 221， 665 62.9 22，665 27.5 
担 一般財源 (a) 27，065 7.7 22，665 27.5 
区 起 債 194，600 55.2 
分 (実負担分)(b) 58，380 16.6 













































































減 収 495( 1) 371 124 6.580(9) 
直
(2)公共施設 無 用 化 3.306( 2) -1 3.306 709(2) 
接 ①施設不用・過大化 3.306 -1 3.306 
的 ①未払債務(公債残) -1709(一部償還に交付金)
損 (3)公共サービス純損失増 315(3) 3151 P 
ゴι二宝羽
言十 4.116 371 -1 3.745 7.289以上
(4)失業 雇用対策 44( 4) 2 421 P 
E 
(5 )社会福祉対策 NB NB NBIP 
士域住i也t 
( 6)中小企業対策 以下(5) 以下 P
(7)不用施設除 去 対 策 188(6 ) 70 34 84 3.091 (6) 
失損の
①不用公共 施設除却 13 131107(全額町負担)
f¥ 
①不用炭住 除 却 175 70 34 70 
結対軍
(8)ライフライン維持保全対策 192( 7) 3 189 P 企業12~596
(9 )高齢者生 活対策 352( 8) 267 (22825 ) P 町1， 778~ 1， 194 (131 
(1ゆ高齢者雇用対策 -IP 
計 776 342 34 402 3.091以上
E管理 (1)公共サービス損失補整対 -， . -1366(国174.町19H起債
運営梢 策 172})以上(0)
i口込 計 4.892 713 34 4.145 10.746以上
(指数. %) (100) (14.6) (0.7) (84.7) 
」
(注)(1) 1985年度を基準とする各年度町税減収額の累計。損失負担区分は地方交付税調整後。
(2) 表32及び本文参照。 (3) 病院及び水道事業会計のみ計上，表35及び本文，参照。 (4)
明確な失業雇用対策は存在しないが，企業誘致対策を計上(産業基監整備41百万円，固定
資産税減税3.3百万 {75%は交付税算入})o(5) 20百万円の銀行預託による低利融資。 (6)
















































































































































































































子之とfl閉山時の状況 現 状 将来予測
'86. 11. 30 '89.4.1 
1，000程2)度A.人 口(1) 人 5，491 000.0) 1， 451 (26.4) 
08. 
B.財政規模 百万円 2，517('86年度) 3，604 ('88) 700程度
C.経常一般財源 か 1， 229 ( I! 1， 449 ('88) 500程度
D.地 方 税 百万円 438 ('85年度) 136 ('88) 70~ 100 
町 民 税 か 203 50 
法 人 か 16 1 
固定資・産税 月P 121 64 
償却資産 /ノ 62 13 
鉱 山 税 I! 69 皆減
E.普通地方交付税 百万円 780 ('86年度) 1， 282 ('88) 517('91)， 343('96) 
F.地方債残高 百万円 1， 427('86年度末) 1， 444 ('88末)
普 通会 計 か 917 1，043 
企業会計 ノY 510 401 
G.基 金 百万円 940('85年度末) 3，008 ('88末)
財政調整基金 か 940 300 
H.職員定数 人 136 ('86.11. 27) 67('89.4.1) 34~36 
一 般行 政 11 46 33 20 
施 設 I! 32 18 4~6 
病 院 11 37 6 4 
水 道 11 20 9 6 
(注)(1) 人口の( )内は，閉山時の人口を100とする指数。





















円 (1988年度決算額12億82百万円の40.3%)，さらに 5年後の96年度には 3
億43百万円(同26.8%) と大幅減額が見込まれる。その結果，将来的には，


















両町と長崎市との位置関係については，前掲図 5 (本誌第69巻第 2号， 120 
表42 高島町と伊王島町との状況比較
E京一一一一-42 高 島 町 伊王島町
A.人 口 (1) 閉山前年度 ('85) 5，923人 (100) ('70)6，348人(100)
(年度末) 1980年度 6，574(111.0) 1， 704 (26.8) 
1988年度 1， 451 (24.5) 1， 316 (20.7) 
B.面 積 1.49kn1 2.03凶
C I 0.8% 16.6% 
造産業構
1985年
E 69. 1 26.2 
(国調)
E 30. 1 57.2 
D.職 員 数 1988年度 51人 26人
E.標準財政規模 1988年度 1， 491百万円 540百万円
向上人口 l人 " 930千円 401千円
当り (2) 
F.経常収支比率 1988年度 44.8% 83.2% 






































































(3) 以上は，高島町「決算書j. 1決算に関する説明書j. 1高島町の概要j. 各年度による。
なお，企業誘致方式による産炭地振興政策の限界については本稿でも指摘したが(本誌，
第69巻第 3号. 14~16ページ). 1960年代から産炭地問題が先行的に激化し，今日でもそ
れをひきずっている筑豊地域の実態については，蔦川正義「産炭地開発と今日の『炭住』








体は自治体となっている。また，補助基本額は，除却工事費×ーx (1 +0.026 [附帯事
10 











































題J. r社会科学論集(高知短大)~ 56号. 1988年12月，が問題点を簡潔に整理している。



















w.カップである (K.Wi1liam Kapp， The Social Cosls 01 Privale Enleゆrise，Harvard 
Univ. Press， Cambridge; MA， 1950， pp.1 3~14 ， pp.88~91 (篠原泰三訳 『私的企業と
社会的費用』 岩波書庖， 1959年， 15~16ページ， 100~ 104ページ。~， 一一 ，Social Cosls 
01 Business Enler，ρrise， P. S. Jayasinghe， London， 1963， p. ix， pp.281 ~301)。これに対し
て，宮本憲一教授は社会的損失を使用価値概念として，それに絶対的損失を含めた上で，
①と①を，政策論的見地から明確に区別することを提唱されている(宮本憲一 『環境経
済学』 岩波書店， 1989年， 133~140ページ)。
(16) この点については，例えば， r教育のため，家族別居一一ヤマが消えて，高島その後(l)J，
『毎日新聞(長崎版H，1987年12月15日，参照。
(1乃 高島町「高島町の現状と将来予測j，1989年 3月 1日，ただし資料の一部については，
同町「普通会計財政計画(1990~93年度)j， 1989年10月，の新データにより修正。









研究委員会編『長崎県の経済と財政(下)~長崎県地方自治研究センター， 1988年~， 131 ~ 132 
ページ)。



























































































































































































































































































































であるJ(lnstitute of Public Administration : IPA， Making Tokyo World City， NY， 1989， 




















(6) 自治省税務局編『地方税制の現状とその運営の実態』地方財務協会， 1987年， 332~ 
333ページ。
(本稿は， 1989年度・文部省教育研究特別経費《特別分》による助成研究の成果の一部で
ある。)
